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１．調査の趣旨

２．過去の震災との⽐較

１．調査の概要

 令和６年能登半島地震における、被災地の住⺠の⽅や震災・復興対応にあたった⾃治体、企業・組織等にお
ける情報通信⼿段の活⽤状況やその課題等を明らかにするため、被災者へのアンケート（個⼈単位）及び地
⽅⾃治体等へのインタビュー（団体単位）による調査を実施。（株式会社三菱総合研究所へ委託）

 東⽇本⼤震災及び熊本地震発災後に実施した調査結果や2024年３⽉に実施した能登半島地震の全国対
象のアンケート調査結果等と⽐較しながら、災害時における情報通信の在り⽅に関する政策検討の基礎的資料
とすることを⽬的とする。
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３．調査対象地域・対象者等

１．調査の概要

 アンケート調査
時期︓2024年11⽉〜2025年2⽉
⽅法︓WEBアンケートモニターとして登録している⼈を対象としたモニターアンケート及びインタビュー調査協⼒者を対象

としたオープンアンケートを実施。
対象者︓能登半島地震発⽣時に以下の地域に居住していた⼈及び特に⼤きな被害を受けた太字のA地域に滞在

していた⼈（1,092名）。
地域A:⽯川県⽳⽔町、内灘町、志賀町、珠洲市、七尾市、能登町、輪島市、富⼭県氷⾒市
地域B︓⾦沢市、中能登町、⽻咋市
地域C:  加賀市、かほく市、⼩松市、津幡町、能美市、 宝達志⽔町

 インタビュー調査
時期︓2024年12⽉〜2025年3⽉
対象者︓能登半島地震で特に⼤きな被害を受けた⽯川県の⾃治体及び2次避難者を多く受け⼊れ、外部か

らの⽀援の拠点となった⾦沢市に所在し、災害対応等に携わった地⽅⾃治体、企業、病院、農漁協
商⼯会、NPO等の組織を対象にインタビューを実施。（57件）。

※名称が書かれている市町は、インタビューの対象とした地域 2



２．調査結果の概要
４．アンケート調査結果の概要
 地震に気付いた後に最初にアクセスしたメディアについて、能登半島地震の被災地を対象とした本調査（以下、

「本調査」という。）では、テレビ放送を最初に利⽤した割合が最も⾼かった。また、テレビ放送を最初に利⽤した割
合を居住地域別にみると、特に被害が⼤きかった地域では割合が低かった。発災時にテレビ放送を利⽤できない
被災者がいたと考えられる。

 能登半島地震に関連する真偽の不確かな情報をSNS上で⾒かけた⼈は、本調査では51.9%であった（2024
年３⽉に実施した能登半島地震に関する全国対象のアンケート調査結果（以下、「全国調査」という。）では
42.7%）。被災地の⼀時滞在者では約9割がこうした情報を⾒かけたと回答しており、被災地域に居住・滞在し
ている⼈の⽅が震災に関する真偽の不確かな情報を⽬にしやすい環境であった。

 SNS別に真偽の不確かな情報を⾒かけた割合について、本調査と全国調査もいずれもX（旧Twitter）が最も
⾼い⼀⽅、全国調査と⽐較すると、本調査では全体的にXで⾒かけた割合が低くLINEで⾒かけた割合が⾼い。

 今回の地震に関する真偽の不確かな情報によって実際に被害や迷惑を受けた経験がある⼈の割合は、被災地
居住者では5%程度であった⼀⽅、被災地の⼀時滞在者では顕著に⾼く32.6%であった。

５．インタビュー調査結果の概要
 インタビュー対象者の約半数がネットワークの被害を受けた。
 被害を受け、⺠間事業者や総務省から提供されたスターリンクをはじめとする衛星通信サービスが避難所や⾃治
体庁舎等に設置され、利⽤者からは好評であったため、⼀部の⾃治体、企業では震災後に新規回線を契約し平
時利⽤を始めている。⼀⽅、スターリンクの設置の難しさや平素から保持しておくにはランニングコストの⾯で課題が
ある。

 地震により特に⼤きな被害を受けた地域では、SNS上の偽の救助情報をきっかけに⾃治体等へ出動を求める問
合せが寄せられたが、実際に救助に向かうと、要救助者が確認されないケースも多くあった。
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３．アンケート調査結果 発災時に最初に利⽤した⼿段
 能登半島地震の被災地を対象とした本調査では、テレビ放送を最初に利⽤した割合は38.5%であった。
 ⼀⽅、SNSを利⽤した割合は15.0%、ラジオ放送は2.9%であった。

＊本調査とは別に、2024年3月19日から2024年3月20日の間で、全国のWEBモニターを対象にモニターアンケート方式で実施。性別（男性・女性）および年代（20代・30代・40

代・50代・60代以上）で均等割付し、合計2,060件の回答を得た。

注）アンケート回答者のうち、「発災時に情報収集・安否確認をした」人が回答。2024年３月に実施した能登半島地震の全国対象のアンケート調査結果（以下、「全国調査」とい

う。）とでは、アンケート調査の選択肢が異なるため（メール・SMS、電話、位置情報共有・安否情報サービスの選択肢が、全国調査にはない）、単純に両調査の数値を比較

できない点に注意。 4



３．アンケート調査結果 テレビ放送の利⽤（居住地域別）
 テレビ放送を最初に利⽤した割合を居住地域別にみると、特に⼤きな被害を受けた地域Aに居住している⼈は地

域B, Cに居住している⼈と⽐較して割合が低かった。
 テレビ放送を「発災前に有⽤と考えていた割合」と、テレビ放送を「発災時に利⽤した割合」を地域別にみると、地

域Bや地域Cでは両割合が近い値になっているのに対し、地域Aは発災時に利⽤した割合が低かった。
 地震による被害が⼤きい地域Aでは、発災時にテレビ放送を利⽤できない被災者がいたと考えられる。

※地域A：石川県穴水町、内灘町、志賀町、珠洲市、七尾市、能登町、輪島市、富山県氷見市
地域B：金沢市、中能登町、羽咋市
地域C: 加賀市、かほく市、小松市、津幡町、能美市、 宝達志水町
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テレビ放送を最初に利⽤した割合（居住地域別）

発災前に有⽤だと考えていた割合と発災時に利⽤した割合の関係
（テレビ放送、居住地域別）

注）テレビ放送には、地上波放送、テレビ番組の同時配信、テレビ番組の見逃し配信・オンデマン
ド配信、衛星放送、ケーブルテレビ放送が含まれる。



３．アンケート調査結果 真偽の不確かな情報に関する結果
 SNSを利⽤している⼈のうち、能登半島地震に関連する真偽の不確かな情報をSNS上で⾒かけた⼈は51.9%

であり、⾒かけた情報をSNSで拡散した⼈は全体の9.2%であった。
 全国対象調査と⽐較すると、SNS上で⾒かけた⼈の割合は被災地対象調査の⽅が⾼く、被災地域に居住してい

る⼈の⽅が震災に関する真偽の不確かな情報を⽬にしやすい環境であったと考えられる。

※全国対象調査では情報拡散手段をSNSに限定していないため、「拡散した人」の割合同士を単純比較できない点に注意。

注）アンケート回答者のうち、「ひとつでもSNSを利用したことがある」人が回答。
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３．アンケート調査結果 真偽の不確かな情報に関する結果 居住者・⼀時滞在者の⽐較

 「⼀時滞在者」をさらに「帰省による⼀時滞在者」、「旅⾏や出張による⼀時滞在者」に区分し、真偽の不確かな
情報に関する分析を⾏った。

 SNS利⽤者のうち真偽の不確かな情報を⾒かけた割合は、被災地居住者が約半数であったのに対し、⼀時滞在
者は約9割と⾮常に⾼かった。

 SNS別にみると、⼀時滞在者も被災地居住者と同様にXの割合が最も⾼いが、LINEもXと同程度に⾼く、被災
地居住者と異なる傾向がある。

注）アンケート回答者のうち、「ひとつでもSNSを利用したことがある」人が回答
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真偽の不確かな情報の認知（単⼀回答、居住・滞在地域別） 真偽の不確かな情報の認知（複数回答、居住・滞在地域別・SNS別）



３．アンケート調査結果 SNS上での真偽の不確かな情報に対する認知

 情報の種類・SNS別に真偽の不確かな情報を⾒かけた割合みると、被災地対象調査と全国対象調査はいずれも
X（旧Twitter）が最も⾼く、⼤きな差は⾒られなかった。

 全国対象調査と⽐較すると、被災地対象調査では全体的にXで⾒かけた割合が低くLINEで⾒かけた割合が⾼い
傾向がある。特に治安に関する投稿では、LINEの割合が顕著に⾼い。
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３．アンケート調査結果 真偽の不確かな情報によって被害や迷惑を受けた経験
(居住者・⼀時滞在者の⽐較）

 今回の地震に関する真偽の不確かな情報によって実際に被害や迷惑を受けた経験がある⼈の割合は、⼀時的に
滞在していた⼈が顕著に⾼く、被災地域居住者では5%程度であった。

 このような結果となった背景として、⼀時滞在者はSNSを含む様々な⼿段を利⽤して情報収集したため真偽の不
確かな情報に触れやすかったことや、⼟地勘の少ない被災地で信頼性の⾼い情報が得にくかったことが要因として
考えられるのではないか。
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４．インタビュー調査結果 地震による被害

 建物の損壊により業務システムが被害を受けたり、停電により利⽤できなくなったりした⾃治体があった。
 属性を問わず、約半数がネットワークが断線する被害を受けた。停電により⼀時的にデータにアクセスできないケース

は⾒られたものの、データへの直接的な被害は皆無だった。
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４．インタビュー調査結果 衛星通信サービスの活⽤と今後の課題

 ⺠間事業者や総務省から提供されたスターリンクをはじめとする衛星通信サービスが避難所や⾃治体庁舎等に設
置された。利⽤者からは好評で、⼀部の⾃治体、企業では震災後に新規回線を契約し平時利⽤を始めている。

 ⼀⽅、スターリンクの設置の難しさや平素から保持しておくにはランニングコストの⾯で課題がある。
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４．インタビュー調査結果 SNS上の真偽の不確かな情報の流通状況と対応

 地震により特に甚⼤な被害を受けた地域では、SNS上の偽の救助情報をきっかけに⾃治体等へ出動を求める問
合せが寄せられた。実際に救助に向かうと、要救助者が確認されないケースも多くあった。

 発災からしばらくは対応に追われSNS上の情報を確認できなかったこともあり、SNS上の偽の救助要請や被災地で
の治安に関する投稿を⾃治体職員が⾒て対応したケースは確認できなかった。

 物資配給・給⽔に関する誤情報や仮設住宅等⾃治体による⽀援制度に対する誤解が広まった。
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